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 発電、鉄鋼、セメント部門におけるエネルギー効率の国際比較を行った。 

 

１． 発電部門 
(1) エネルギー効率の推定 

IEA 統計（IEA, Energy Balances of OECD/Non-OECD Countries, 2007）から、2005 年におけ

る各国の化石燃料発電の発電効率（発電端）を推計した結果を図 1-1 に示す。なお、火力平

均発電効率は、ガス発電の比率が高ければ、高い傾向を示し、必ずしも技術水準のみによ

るものではない。参考までに、2005 年における各国の火力発電の燃料種別シェアを図 1-2

に示す。また、IEA 統計では、混焼時の出力を必ずしも入力燃料種別に正しく割り振られて

いないと見られ、その点には注意が必要である。 

 石炭火力については、日本は高い効率を達成している。一方、天然ガス火力発電は、1990

年代以降、多くの極めて旧式の石炭火力発電を最新の天然ガス複合発電設備に更新してき

た英国が高い効率を示している。2005 年の火力平均の発電効率は、日本が約 44.4%、英国

が約 44.3%とほぼ同等となっている。 
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図 1-1 2005 年における各国の発電効率の比較（CHP を含む） 
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図 1-2 2005 年における各国の火力発電電力量の燃料種別シェア比較（CHP を含む） 

 

 

(2) CO2 排出削減ポテンシャルの推定 

推計した 2005 年における各国の化石燃料発電の発電効率を基に、石炭、石油燃料発電は

日本の 2005 年の発電効率を、ガス燃料発電は英国の 2005 年の発電効率を達成したとして

各国の CO2 排出削減ポテンシャルを算出したものを図 1-3 に示す。このときの世界全体の

CO2 削減ポテンシャルは、約 2.1 GtCO2/yr と推計される。なお、設備は長期の寿命があるた

め、この削減ポテンシャルを実際の削減として結びつけるには、相応の時間が必要なこと

は留意が必要である。 
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図 1-3 各国の化石燃料発電のエネルギー効率向上による CO2削減ポテンシャル 
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２． 鉄鋼部門 
(1) エネルギー効率の推定 

 2000 年時点の鉄鋼のエネルギー効率推計値を推定した。ここでは、転炉鋼（BF-BOF）、

スクラップベース電炉鋼（scrap-EAF）、DRI ベース電炉鋼（DRI-EAF）の３種へ区分し、地

域別種類別に計算し、この内、BF-BOF、scrap-EAF のエネルギー効率について、それぞれ

図 2-1、2-2 に記載した。基本的な傾向として、高炉転炉法では、副生ガスの回収・有効利

用が厳格で、CDQ、TRT などの省エネ設備の普及率の高い日本、韓国が他地域よりもエネ

ルギー効率に優れている。BF-BOF、scrap-EAF 等の区分なく、平均的なエネルギー効率を

算定すると、電炉鋼の比率が高い国のエネルギー効率は良く見える。しかし、それでは技

術の水準を適切に反映した指標にはならないことに注意が必要である。 
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図 2-1  地域別の転炉鋼（BF-BOF）のエネルギー効率推計値 

（電力については 1MWh=0.086/0.33toe にて換算） 
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図 2-2  地域別のスクラップベース電炉鋼（scrap-EAF）のエネルギー効率推計値 

（電力については 1MWh=0.086/0.33toe にて換算） 

 

 なお、エネルギー効率推計に関する詳細については次の通り。 

 

 鉄鋼部門は、IEA エネルギー統計（Energy Balances of OECD/Non-OECD Countries, 2007）

において、エネルギー転換部門と、エネルギー需要部門に分けて記載されている。他の部

門（あるいは他の地域と）とコークス、焼結鉱、銑鉄などの授受、副生ガス、蒸気、自家

発電力の授受がなされている場合があるが、IEA 統計においてこれらをどのように扱ったか

を読み解くことが必要となる。また、粗鋼生産方式として大きくは、転炉鋼（BF-BOF）、

スクラップベース電炉鋼（scrap-EAF）、DRI ベース電炉鋼（DRI-EAF）の３種に区分される

が、これらの合計が IEA 統計に区別なく記載されている。そのため、ここでは IEA 統計や、

国際鉄鋼協会（IISI）の粗鋼生産量の統計だけではなく、設備普及率([1][2])、技術別のエネ

ルギー効率([3][4])、個別プラントの実態([5]-[16])などを相互に比較しつつ、RITE にて独自

に推計を行った。 
 

また、図 2-1 のエネルギー効率は、次のバウンダリーを前提として算出したものである。 

 

・ コークス製造工程での投入原料炭、消費したエネルギー（ただし、製造したコークスを

他産業で用いたり、輸出したりした場合は、その分を除く。） 

バウンダリーに含む工程、エネルギー 

・ 焼結鉱、ペレット製造工程に要したエネルギー 

・ 高炉へ投入する微粉炭 

・ 高炉吹き込み用の酸素製造にようする電力エネルギー 

・ 熱間圧延工程 
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・ 所内で利用した副生ガス(COG、BFG、LDG) 

・ 発電用に副生ガスを利用し、発電した電力を所内で利用する場合 

・ 系統から購入した電力 

 

・ バイオマス、廃プラ・廃タイヤの投入熱量 

バウンダリーに含まない行程、エネルギー 

 

・ 原材料を鉱床から採掘するために要したエネルギー 

・ 原材料の純度を上げるための各種工程(洗炭など)に要したエネルギー 

・ 冷間圧延工程、メッキ加工工程 

・ 特殊鋼製造工程、金属加工メーカーにおけるエネルギー消費 

 

・ 所外へ持ち出した副生ガス(COG、BFG、LDG)、蒸気 

・ 系統へ持ち出した電力 
 

(2) CO2 排出削減ポテンシャルの推定 

推計した 2000 年における鉄鋼部門における世界各国のエネルギー効率を基に、高炉転炉

法（BF-BOF）、スクラップ-電炉法（scrap-EAF）共に、それぞれ日本の 2000 年のエネルギ

ー効率を達成したとして各国の CO2 排出削減ポテンシャルを算出したものを図 2-3 に示す。

また、このときの世界全体の CO2 削減ポテンシャルは、約 0.36 GtCO2/yr と推計される。な

お、電力の CO2排出原単位は、各国の 2000 年における値を用いた。 
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図 2-3 各国の鉄鋼部門におけるエネルギー効率向上による CO2 削減ポテンシャル 
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３． セメント 
(1) エネルギー効率の推定 

 主要地域における 2000 年時点のエネルギー効率推計値を図 3-1 に示す。ここでは、バイ

オマス、廃プラ・廃タイヤなどの非化石燃料の投入分（熱量）を除く数値を示している。

鉄鋼部門と同様、電力は、1MWh=0.086/0.33toe として換算した。ところで、とりわけ日本

などは、CO2 削減等のために、積極的にバイオマス、廃プラ・廃タイヤを含め廃棄物・副産

物の利用を行ってきたが、これら利用にあたり前処理が必要なため、これらの投入エネル

ギーを単純に合計すると、化石燃料のみ利用していた時よりもエネルギー効率が悪くなる

傾向を示す。よって、このような背景下では、バイオマス、廃プラ・廃タイヤなどの非化

石燃料の投入分は除いてエネルギー効率の比較を行う方が適切な評価であると考えられ

る。 

 推定結果を見ると、基本的には、乾式ロータリーキルンの中でも、サスペンション・プ

レヒータを持つ設備（SP）、サスペンション・プレヒータに加え仮焼炉を持つ設備（NSP）

が普及している日本や韓国はエネルギー効率に優れている。一方、湿式ロータリーキルン

に依存している旧ソ連、竪窯のシェアが高い中国は相対的にエネルギー効率が劣っている。 

*中国に関しては、近年、エネルギー効率に優れた大規模設備（10,000t-clinker/day）が多数

導入されつつあり、従って小型の竪窯（～300 t-clinker/day）とこのような高効率の設備が併

存する状況にある。 
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図 3-1  地域別のエネルギー効率推計値 

（電力については 1MWh=0.086/0.33toe にて換算） 

 

 

 なお、エネルギー効率推計に関する詳細については次の通り。 
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 IEA エネルギー統計（Energy Balances of OECD/Non-OECD Countries, 2007）において、セ

メント部門は明に区別されておらず、「Non-Metallic Minerals」として記載されている。そこ

で、個別技術別のエネルギー効率や特性([1][5][6][8]-[10])、生産規模、生産量の推移([2][3])、

地域別の生産様式[10]、地域別のエネルギー効率([6][10])、ヒアリングに基づくセメント工

場の実態調査結果([11][12])など、多様なデータからエネルギー効率を推計することが必要で

ある。そこで、特に地域別のセメント生産様式、プラント規模の差異を明示的に考慮しつ

つ、地域別のエネルギー効率を推定した結果が図 3-1 である。 

 

(2) CO2 排出削減ポテンシャルの推定 

推計した 2000 年におけるセメント部門における世界各国のエネルギー効率を基に、日本

の 2000 年におけるクリンカ生産のエネルギー効率を達成したとして各国の CO2排出削減ポ

テンシャルを算出したものを図 3-2 に示す。このときの世界全体の CO2削減ポテンシャルは、

約 0.22 GtCO2/yr と推計される。なお、電力の CO2排出原単位は、各国の 2000 年における値

を用いた。ただし、中国などでは、小規模な設備が多く分散しており、それらをすべて大

規模設備へ集約することは現実的ではなく、この削減ポテンシャルすべてを実現すること

は難しいと考えられる。 
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図 3-2 各国のセメント部門におけるエネルギー効率向上による CO2 削減ポテンシャル 
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